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論文の内容の要旨 
 
木下氏の博士学位論文は、障害者支援施設に入所する認知症様相症状がある知的障害者の状況を明ら
かにし、支援のあり方について検討することを目的としている。 
第１章から第３章までの序論では、著者は、知的障害者の高齢化と認知症について、国内外の先行研
究のレビューを行い、日本の障害者支援施設における知的障害者の高齢化の現状を明らかにし、知的障
害者で認知症様相症状がある人の支援に関連する課題の整理を行っている。 
第４章では、著者は、障害者支援施設に入所する知的障害者で、認知症の診断を受けている者、診断
はないが施設の支援員により認知症様相症状があると判断した者の人数を 2010年、2016年に郵送調査
し、その変化を把握している。その結果、以下の知見が得られた。①障害者支援施設の知的障害者で認
知症の診断のある者の割合は有意に増加していること、②支援員により認知症様相症状があると判断さ
れる者の割合も増加していること、③ダウン症者と非ダウン症者とを比較するとダウン症者が認知症と
診断されている割合が有意に高いこと。 
第５章では，著者は、障害者支援施設に入所している認知症様相症状がある知的障害者の特徴を明ら
かにするために、個票を用いて 65歳以上の入所者の ADL状況の調査を行い、認知症様相症状の有無と
支援量を比較している。その結果、認知症様相症状のある者が、障害程度区分が重く、身体機能自立度
は低い傾向であり、認知症様相症状のある知的障害者はない者よりも支援量が多いことが得られた。 
第６章では，著者は、支援員が認知症を疑う契機となった症状と出現した認知症様相症状について個
票調査を分析し明らかにしている。あわせて、ダウン症と非ダウン症の比較分析を行い、それぞれの症
状の特徴を明らかすることを試みている。その結果、以下の知見が得られた。①両者とも認知症様相症
状が現れる前後では、現れた後の方が身体機能自立度の低下がみられること、②認知症様相症状が現れ
た後は、非ダウン症者よりもダウン症者の方がより身体機能自立度の低下がみられること、③非ダウン
症者よりダウン症者の方がより若年で認知症様相症状が現れる傾向のあること、④認知症様相症状があ
るダウン症者は非ダウン症者より 40 歳以降の初発のてんかん発作が有意に多いこと、⑤支援員が入所
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者の認知症を疑う契機では「言ったことを忘れる」、「同じ質問を繰り返す」、「外出・室内灯で慣れた道
や場所で迷う」が多くみられたこと。 
第７章では、著者は、認知症様相症状がある知的障害者を支援している施設に支援の実態と課題につ
いての職員への面接調査を行い、修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチにより分析している。
その結果、以下の知見が得られた。①認知症様相症状への対応は支援の困難さによる自信喪失につなが
ることの一方で支援を通じてこれまでにない適応促進の試みや支援策に取り組めること、②施設での支
援には指導的支援から支持的支援への価値転換の必要性と困難さのあること、③認知症様相症状がある
者の症例の知見の蓄積が十分でないこと、④障害者支援施設で認知症様相症状のある者に対応する制度
の未整備の課題。 
第８章では，第７章で明らかになった課題の一般化のため、著者は、障害者支援施設で入所者に認知
症様相症状がある知的障害者がいる施設（調査協力可能な 104 施設）に対し質問紙調査を行っている。
その結果、以下の知見が得られた。①障害者支援施設で支援を行う際に生じる課題は支援体制と施設の
環境から生じる傾向がみられたこと、②居住の場として適切なのは、知的障害者の場合、高齢者施設よ
りも知的障害者支援施設と考えていること。 
第９章では，著者は、認知症様相症状がある知的障害者に積極的な支援をしている施設に対し、担当
者への面接調査を行い、KJ法により支援方法と課題を分析している。その結果、以下の知見が得られた。
①自立支援から要介護支援へ施設全体での支援観・方針の転換が求められること、②支援観・方針の転
換が浸透するまでには時間を要すること、③介護保険制度と障害者総合支援法との整合性という制度的
課題のあること、④障害者支援施設では知的障害者の認知症の把握の困難さが課題であること、⑤支援
の際に「本人のニーズに注目」、「他領域の支援方法からの学び」、「個人支援の積み重ね」、「本人の変化
への着目」の重要性があげられていること。 
これらの知見をもとに、第 10 章の総合考察において、著者は、障害者支援施設の支援員に必要なこ
ととして、認知症に罹患あるいは様相を呈する知的障害者が増加している状況を理解すること、支援方
針の転換の必要性を認識すること、認知症に関わる社会資源の開発と連携、障害者制度と高齢者制度と
の谷間にある問題を社会に働きかけていくソーシャルワーカーとしての役割が求められていること、を
提言している。 
 
 
審査の結果の要旨 
（批評） 
 木下氏の研究の特に優れている点は、高齢化に伴う認知症様相症状のある知的障害者の問題が障
害者支援施設の現場で大きな社会問題となりつつある中で、日本ではこれまでデータに基づいた実
証的な研究蓄積がほとんどなかったことをふまえて、施設への質問紙調査データ、入所者の個票デ
ータ、職員の面接調査データの分析を通して、施設入所者の現状と支援のあり方を実証的に解明し
た点をあげることができる。これらの知見は障害者福祉分野ではきわめて重要なものであり、今後
の障害者福祉施策に対しても有用な知見であると考える。 
平成２９年１月２１日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説明を
求め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合格と判定し
た。 
よって、著者は博士（リハビリテーション科学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認め
る。 
 
